

















当セ ンターに来所 した吃音児者49名 を分析の対象 とした.対
象者の1)地 域特性,2)初 診年齢,3)関 連疾患 ・障害,4)
紹介経路,5)一 か月 あた り面談頻度について分析 を行 った.






地域では南魚沼市3例(6%),小 千谷市1例(2%)が あ り,
新潟県の下越地域 に限 らず中越地域からの定期的来所 もみ ら
れた.上 越地域な らびに佐渡地域か らの利用は無かった.
新潟市内30例の内訳は,センターが所在する北区が6例 で,
中央 区6例,江 南区6例,東 区4例,西 区4例,秋 葉 区2例,
南区1例,西 蒲区1例 と続いた.
2)初診年齢




来所時点で医学的診断名 が明 らかであったのは6例 で,精
神遅滞が2例(う ち1例 は難聴 の重複障害),広汎性発達障害
2例,適 応 障害1例,川 崎病1例 であった.
4)紹介経路
筆者 がクリニカルア ドバイザー としてかかわった明倫短期
大学附属歯科診療所 ことばク リニックで治療を受けていた児
者 が当セ ンター開設および同クリニ ックの閉鎖 に伴い新患 と
して来所 したケースがもっ とも多 く12例(24%)であった.
続いて,保 健 ・福祉機 関(行 政)8例(16%),こ とばの教室
7例(14%),新潟医療福祉大学教職員からの紹介6例(12%)
医療機関(こ とばク リニ ックを除 く)5例 などであった.
5)一か月あた りの面談頻度
センター開設以来の一か月あた りの来訪延べ人数について
は,開 設当初の一年 間は3～4人 であったものが,2014年で
は22～29と約7倍 に増加 した.
なお,1回あた りの面談時間は多 くが40～60分程度であ り,
病院での言語聴覚療法の2～3単 位に相当 していた.
6)支援内容の特徴
吃音では幼児 ・学童 ・成人の区分 により支援の対象範囲を
限定す る臨床家が少 なくないが,当 センターではすべての吃
音児者 を受 け入れてい る.ま た,現 在 日本での有資格者が数
十名 と少ないLidcombe　programを実施 していること,臨床心
理士 との連携によ り認知行動療法的アプローチ,保 護者への
カウンセ リングを導入 していることも大 きな特徴である.
7)社会的貢献
幼稚園 ・小学校教諭,保 護者等への講演(研 修会講師)を
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